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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期
第３四半期
累計期間

第49期
第３四半期
累計期間

第48期

会計期間

自平成25年
８月１日
至平成26年
４月30日

自平成26年
８月１日
至平成27年
４月30日

自平成25年
８月１日
至平成26年
７月31日

売上高 （千円） 1,781,106 2,003,824 2,589,093

経常利益又は経常損失（△） （千円） △24,825 122,966 55,211

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） △13,008 109,614 65,543

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 2,325,240 2,432,679 2,325,240

発行済株式総数 （株） 普通株式123,527,498 普通株式129,627,498 普通株式123,527,498

純資産額 （千円） 2,426,282 2,837,605 2,507,297

総資産額 （千円） 3,496,736 4,280,010 3,805,505

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △0.11 0.85 0.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 0.85 0.55

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 69.1 65.9 65.5

 

回次
第48期
第３四半期
会計期間

第49期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
２月１日
至平成26年
４月30日

自平成27年
２月１日
至平成27年
４月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 0.47 1.24

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第48期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。なお、当社は従来

どおり、関係会社はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

 

 

 

３【財政状態、経営成績の状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策、金融緩和政策を背景に企業収益の改善、雇

用・所得環境の持ち直しがみられる等、緩やかな復調傾向にあるものの、一方で円安に伴う原材料の高騰、消費税

増税前の駆け込み需要の反動の長期化、物価上昇による個人消費の冷え込み等により依然として先行き不透明な状

況が続いております。

　建設業界におきましては、政府の公共投資、民間投資は増加基調にあるものの依然として建設需要の拡大による

技術者不足、建設資材の高騰等により厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社におきましては、主力の上・下水道の施工におきまして、他社との差別化を図るべ

く、技術力の向上、安全面の強化、安定化を推し進め、また、東京都内を中心に受注活動を展開してまいりまし

た。不動産部門におきましては、太陽光発電設備の販売を進めるとともに引き続きＯＬＹ機材等の新規顧客獲得に

向けた営業活動、リピーター等の獲得に注力してまいりました。

　その結果、当第３四半期累計期間の業績につきましては、売上高20億3百万円（前年同期比12.5％増）となりま

した。

　収益面につきましては、原価低減、経費削減に努めました結果、営業利益1億4百万円（前年同期は5百万円の営

業利益）となりました。

　経常損益面につきましては、不動産賃貸収入等により経常利益1億22百万円（前年同期は24百万円の経常損失）

となりました。

　四半期純損益につきましては、1億9百万円の四半期純利益（前年同期は13百万円の四半期純損失）となりまし

た。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業におきましては、公共投資の堅調化に伴い、受注高16億41百万円（前年同期比352.2％増）、売上高12

億31百万円（前年同期比13.9％増)、完成工事総利益79百万円(前年同期は17百万円の完成工事総損失）となりまし

た。

 

（不動産事業等）

　不動産事業等におきましては、太陽光発電設備、ＯＬＹ機材の販売等により売上高7億67百万円（前年同期比

10.3％増）、不動産事業等総利益1億90百万円（前年同期比7.2％減）となりました。

 

（その他）

　その他事業におきましては、売上高4百万円（前年同期比27.1％増）、その他の売上総利益3百万円(前年同期は2

百万円のその他の売上総損失）となりました。
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（２）資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期会計期間末の資産の残高は、42億80百万円となり、前事業年度末に比べ4億74百万円増加いたしま

した。その主な要因は、現金預金の増加2億70百万円、受取手形・完成工事未収入金等の減少3億58百万円、未成工

事支出金の増加1億57百万円、不動産事業等支出金の増加4億48百万円、販売用不動産の減少28百万円によるもので

あります。

 

　当第３四半期会計期間末の負債の残高は、14億42百万円となり、前事業年度末に比べ1億44百万円増加いたしま

した。その主な要因は、工事未払金の増加66百万円、短期借入金の増加1億51百万円、未成工事受入金の減少1億84

百万円、賞与引当金の増加31百万円、工事損失引当金の増加34百万円、預り金の減少1億52百万円、長期借入金の

増加1億79百万円によるものであります。

 

　当第３四半期会計期間末の純資産の残高は、28億37百万円となり、前事業年度末に比べ3億30百万円増加いたし

ました。その主な要因は、資本金の増加1億7百万円、資本剰余金の増加1億7百万円及び四半期純利益1億9百万円に

よるものであります。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

Ａ種優先株式 2,775,000

Ｂ種優先株式 2,775,000

計 305,550,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年４月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成27年６月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 129,627,498 132,427,498
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数 100株

計 129,627,498 132,427,498 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数（株） 資本金（千円） 資本準備金（千円）

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高

平成27年２月１日～

平成27年４月30日
0 129,627,498 0 2,432,679 0 727,659
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

 

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

で、直前の基準日である平成27年１月31日現在の株主名簿に基づき記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 39,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 129,574,300 1,295,684 －

単元未満株式 普通株式 13,798 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  129,627,498 － －

総株主の議決権  － 1,295,684 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が5,900株含まれておりますが議

決権の数には同機構名義の59個は含めておりません。

②【自己株式等】

平成27年４月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱大盛工業
東京都葛飾区水元三

丁目15番８号
39,400 － 39,400 0.03

計 － 39,400 － 39,400 0.03

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年２月１日から平成27

年４月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年８月１日から平成27年４月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年７月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,624,650 1,895,623

受取手形・完成工事未収入金等 602,712 244,196

未成工事支出金 105,782 263,328

不動産事業等支出金 156,214 604,406

販売用不動産 151,868 123,807

短期貸付金 100,000 100,000

前払費用 17,071 5,509

その他 229,538 243,292

貸倒引当金 △22,219 △31,292

流動資産合計 2,965,619 3,448,872

固定資産   

有形固定資産   

建物 863,179 863,179

減価償却累計額 △689,084 △700,175

建物（純額） 174,095 163,004

構築物 103,918 103,918

減価償却累計額 △103,918 △103,918

構築物（純額） 0 0

機械及び装置 52,510 52,510

減価償却累計額 △52,510 △52,510

機械及び装置（純額） 0 0

車両運搬具 2,613 6,571

減価償却累計額 △2,518 △3,249

車両運搬具（純額） 95 3,322

工具器具・備品 74,221 74,566

減価償却累計額 △68,506 △69,552

工具器具・備品（純額） 5,715 5,013

土地 402,253 402,253

有形固定資産合計 582,160 573,594

無形固定資産 6,507 6,204

投資その他の資産   

長期貸付金 184,701 173,915

破産更生債権等 2,252 2,132

固定化営業債権 228,833 232,562

その他 231,463 227,459

貸倒引当金 △396,031 △384,728

投資その他の資産合計 251,218 251,340

固定資産合計 839,885 831,138

資産合計 3,805,505 4,280,010
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年７月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年４月30日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 185,523 252,434

短期借入金 150,000 301,640

未払金 2,151 359

未払費用 67,454 82,888

未払法人税等 10,291 15,241

未払消費税等 11,171 4,218

未成工事受入金 382,974 198,623

預り金 166,852 14,145

工事損失引当金 48,978 83,921

完成工事補償引当金 26,192 31,693

賞与引当金 10,451 41,564

その他 6,248 4,944

流動負債合計 1,068,289 1,031,676

固定負債   

長期借入金 212,000 391,810

退職給付引当金 1,600 2,600

訴訟損失引当金 4,400 4,400

その他 11,918 11,918

固定負債合計 229,918 410,728

負債合計 1,298,208 1,442,405

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,325,240 2,432,679

資本剰余金 620,220 727,659

利益剰余金 △394,629 △285,014

自己株式 △56,488 △56,491

株主資本合計 2,494,343 2,818,833

新株予約権 12,954 18,771

純資産合計 2,507,297 2,837,605

負債純資産合計 3,805,505 4,280,010
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成27年４月30日)

売上高   

完成工事高 1,081,693 1,231,789

不動産事業等売上高 695,815 767,462

その他の売上高 3,597 4,572

売上高合計 1,781,106 2,003,824

売上原価   

完成工事原価 1,099,562 1,152,740

不動産事業等売上原価 490,729 577,212

その他の売上原価 6,090 1,515

売上原価合計 1,596,382 1,731,469

売上総利益   

完成工事総利益又は完成工事総損失（△） △17,869 79,048

不動産事業等総利益 205,086 190,249

その他の売上総利益又はその他の売上総損失

（△）
△2,492 3,057

売上総利益合計 184,723 272,355

販売費及び一般管理費 179,010 168,177

営業利益 5,713 104,177

営業外収益   

不動産賃貸料 31,703 30,430

貸倒引当金戻入額 － 2,561

その他 11,839 20,807

営業外収益合計 43,542 53,799

営業外費用   

支払利息 10,262 9,768

支払手数料 6,026 －

不動産賃貸原価 18,548 15,500

貸倒引当金繰入額 20,896 －

会員権評価損 275 325

雑支出 14,071 9,417

訴訟損失引当金繰入額 4,000 －

営業外費用合計 74,081 35,010

経常利益又は経常損失（△） △24,825 122,966

特別利益   

固定資産売却益 15,040 －

特別利益合計 15,040 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △9,785 122,966

法人税、住民税及び事業税 3,223 13,351

法人税等合計 3,223 13,351

四半期純利益又は四半期純損失（△） △13,008 109,614
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

偶発債務

　前事業年度（自　平成25年８月１日　至　平成26年７月31日）

　過年度に当社が施工いたしました上水道工事に関しまして、東京都水道局より、当該工事施工に関する瑕疵

が指摘され、当社に対して瑕疵の修補費用2億2,720万9,500円の請求がありました。

　当社といたしましては、東京都水道局から当該瑕疵の指摘を受けて、一刻も早い修補を行うべく、これまで

東京都水道局と各種協議を重ねてまいりました。

　しかしながら、修補に関する当社の見解、提案が東京都水道局に受け入れられず、一方的に修補費用の請求

が当社になされ、また、その修補費用の金額が多額であり、当社といたしましては到底納得できるものではな

いため、本件に関しましては、第三者による客観的な判断を仰ぐべく、平成24年２月29日付にて、中央建設工

事紛争審査会に本件に関する調停を申請いたしました。当該調停の場におきましては、当社主張が理解を得ら

れる趨勢にて調停が推移いたしましたが、最終的には、当社と東京都水道局の合意が形成されるに至らなかっ

たため、本件の解決に向けては、別途の方策を検討中でありました。

　このような中、平成26年１月22日、東京都水道局より東京地方裁判所に、当社に対する損害賠償請求の提訴

がありました。当社といたしましては、上記調停の結果を踏まえ、今後、裁判により解決を図る予定でありま

す。

 

　当第３四半期会計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年４月30日）

　過年度に当社が施工いたしました上水道工事に関しまして、東京都水道局より、当該工事施工に関する瑕疵

が指摘され、当社に対して瑕疵の修補費用2億2,720万9,500円の請求がありました。

　当社といたしましては、東京都水道局から当該瑕疵の指摘を受けて、一刻も早い修補を行うべく、これまで

東京都水道局と各種協議を重ねてまいりました。

　しかしながら、修補に関する当社の見解、提案が東京都水道局に受け入れられず、一方的に修補費用の請求

が当社になされ、また、その修補費用の金額が多額であり、当社といたしましては到底納得できるものではな

いため、本件に関しましては、第三者による客観的な判断を仰ぐべく、平成24年２月29日付にて、中央建設工

事紛争審査会に本件に関する調停を申請いたしました。当該調停の場におきましては、当社主張が理解を得ら

れる趨勢にて調停が推移いたしましたが、最終的には、当社と東京都水道局の合意が形成されるに至らなかっ

たため、本件の解決に向けては、別途の方策を引き続き検討中でありました。

　このような中、平成26年１月22日、東京都水道局より東京地方裁判所に、当社に対する損害賠償請求の提訴

がありました。当社といたしましては、上記調停の結果を踏まえ、今後、裁判により解決を図る予定でありま

す。
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間（自 平成25年８月１日 至 平成26年４月30日）及び当第３四半期累計期間（自 平成

26年８月１日 至 平成27年４月30日）

　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、第２四半期累計期間までと第３四半期会計期間以降で

は休暇日数の差異があり、第３四半期会計期間以降に売上高が多くなるといった季節的変動要因があります。

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年８月１日　至　平成26年４月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成26年３月５日付で、新株式の発行及び新株予約権の発行を行いました。この結果、当第３四

半期会計期間において、資本金が52,500千円、資本剰余金が52,500千円増加し、資本金2,325,240千円、資

本剰余金620,220千円となっております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年８月１日　至　平成27年４月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成26年３月５日付で、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社に新株予約権の第

三者割当をいたしました。この新株予約権の行使の結果、当第３四半期累計期間において資本金が107,439

千円、資本剰余金が107,439千円増加し、当第３四半期会計期間末において、資本金2,432,679千円、資本剰

余金727,659千円となっております。
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（金融商品関係）

該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

 

 

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年８月１日　至　平成26年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計 調整額

四半期損益

計算書計上

額(注)2 建設事業 不動産事業等 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 1,081,693 695,815 1,777,508 3,597 1,781,106 － 1,781,106

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 83,438 83,438 － 83,438 △83,438 －

計 1,081,693 779,253 1,860,947 3,597 1,864,545 △83,438 1,781,106

セグメント利益又はセグ

メント損失(△)
△141,663 163,465 21,802 △16,088 5,713 － 5,713

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル

等の売上であります。

　　２．セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年８月１日　至　平成27年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計 調整額

四半期損益

計算書計上

額(注)2 建設事業 不動産事業等 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 1,231,789 767,462 1,999,251 4,572 2,003,824 － 2,003,824

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 46,391 46,391 － 46,391 △46,391 －

計 1,231,789 813,854 2,045,643 4,572 2,050,216 △46,391 2,003,824

セグメント利益又はセグ

メント損失(△)
△23,085 128,710 105,624 △1,446 104,177 － 104,177

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル

等の売上であります。

　　２．セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年４月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年４月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額(△)
△0円11銭 0円85銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)

（千円）
△13,008 109,614

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額(△)（千円）
△13,008 109,614

普通株式の期中平均株式数（株） 117,702,905 128,618,478

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 0円85銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 656,048

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株

　　当たり四半期純損失が計上されているため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

14/17



（重要な後発事象）

　新株予約権の行使による増資

　当事業年度終了後、平成27年6月12日までの間に新株予約権28個について権利行使がありました。当該権利行

使の概要は以下のとおりであります。

１．発行した株式の種類及び数　　　　普通株式　 2,800,000株

２．発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35円

３．発行総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　98,000千円

４．発行総額のうち資本へ組み入れた額　　　　　　49,000千円

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成２７年６月１２日

株式会社大盛工業

取締役会　御中

 

ＫＤＡ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐佐木　敬昌　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利　 優 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大盛工

業の平成26年８月１日から平成27年７月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年２月１日から平成27

年４月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年８月１日から平成27年４月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大盛工業の平成27年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

強調事項

　重要な後発事象には、会社が発行した新株予約権のうち、平成27年６月12日までに28個について権利行使がなされ

98,000千円が払込まれた旨の記載がある。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績の状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第３四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

